
能登SDGs新事業
プロジェクト研究
主催：

運営：

【概要】

事業構想研究所

【研究会趣旨】
　地域の課題解決における民間企業の役割は国や各自治体からも期待されており、民間企業にとっても、新しいイノベー
ションモデルを開発するチャンスとなります。しかしながら、地域課題解決を起点にしたイノベーションモデルを創造
するには、自治体がもつ課題・資源・ノウハウを把握し、自社の価値を見直しながら、事業を構想することが必要です。
　本プロジェクトでは、事業構想計画をアウトプットとした、発・着・想、構想案、シミュレーション、リサーチ、計画、
投資側とのコミットメントなどをプロセスとして研究しながら、研究員（参画する企業）の計画する新事業の実現性を
ともに画策していきます。さらに、事業の実装に向け、珠洲市をフィールドとした実証実験の実施も想定しています。
単なる受け身の座学 研修とは違い、研究会を通じ、自身のアイデアを事業構想計画、そして、未来を担う事業へと昇華
さ せることを目指します。

珠洲市を含む能登地方は「能登の里山里海」として世界農業遺産
に認定されています。
本プログラムでは、珠洲市でのリアル開催とオンライン開催を組
み合わせた、ハイブリット形式での開催を予定しています。

2021年6月～2022年2月
（研究会：4時間/回、20回）

プロジェクト期間

15名　※最少実施人数10名
定　員

珠洲市 / オンライン
会　場

地域課題解決を切り口に新事業開発を目指す方
珠洲市をフィールドに新たな事業を構築したい方

対　象

研究員
10～15人

大学院の知見・ネットワークを活
かし、リベラルな場で新事業を構
築していく

事業構想計画

公民共創

人材育成

能登SDGs 新事業
プロジェクト研究

参加 アウトプット

ゲスト
講師

珠洲市開催

SDGs未来都市・珠洲市をフィールドにした「地域課題の解決に資する新事業」を創出
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プログラムに関するお問い合わせ 珠洲市企業版ふるさと納税 お問い合わせ

担当教員
井手 隆司（いで たかし）
事業構想大学院大学　教授, エアアジア・ジャパン 前会長

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）とは
地方公共団体が行う地方創生事業に対して、民
間企業からの寄附を活用する制度として、平成
２８年４月に国によって創設されました。この
制度を利用して民間企業が寄附を行った場合に、
税額控除を受けることができる制度です。

【税制措置のイメージ】
通常の寄附 企業版ふるさと納税制度を活用した寄附

（例）100万円寄附した場合、最大約90万円の法人関係税が軽減されます。

1976年西南学院大学文学部外国語学科英語専攻卒業し、キャセ
イパシフィック航空に入社、1989年9月ブリティッシュ・エアウェ
イズ社入社。1998年6月同社日本地区営業部長に就任。同年12
月スカイマークエアラインズ代表取締役社長に就任。2003年1
月同社取締役副会長、2009年5月取締役会長、翌年6月代表取締
役会長に就任し、生産部門管掌・安全統括管理を担当。2015年
12月エアアジアジャパン代表取締役会長に就任。2017年同社
執行役会長を経て現職。同社において、就航の道筋をつける。一貫
して航空業界で事業戦略、マーケティングに携わる。

下記日程にて、説明会を開催
本プログラムの特徴や概要を
紹介致します。

オンライン説明会開催

・2月19日（金）15時～16時
・2月26日（金）11時～12時
申込先URL：https://www.mpd.
ac.jp/events/
※ ３月には、石川県珠洲市
での現地説明会も予定

事業構想大学院大 学
は、2012年に東京・ 
南青山に開学した社 
会人向け大学院。経営 
管理ではなく、事業の 
根本からアイデアを 
発想し、理想となる構 
想を考え、実現可能な 
構想計画を構築する 
ことを目的としたク 
リエイティビティを 
重視しています。
これまで多くの修 了
生が事業構想を実 現
させ、注目を集めて 
います。

■設置法人　学校法人先端教育機構
■研究科等　事業構想研究科事業構想専攻
■授与学位　事業構想修士（MPD）
■校　　舎　東京（南青山）／名古屋（名駅）／
　　　　　　大阪（梅田）／福岡（天神）
■修業年限　２年間

　石川県珠洲市が内閣府から「SDGs未来都市」に選定
されたことを受けて2018年10月に開設。豊かな里山・
里海を有する能登において、環境・社会・経済の相乗効果
を図りながら持続可能な地域振興を推進するチャレン
ジ拠点です。産学官金連携のプラットフォーム組織であ
る能登SDGsラボ運営委員会の事務局は能登半島最先
端にあります。地球全体の目標であるSDGsを地域の視
点から解釈し、多様な主体とともに活動していきます。
■所在地：石川県珠洲市三崎町小泊33-7
         （金沢大学能登学舎内）
■URL:　https://noto-sdgs.jp/

本プログラムは、珠洲市への企業版ふるさと納税を財源として開催されます（予定）

担当部署： 事業構想大学院大学 事業構想研究所
TEL：03-6278-9031　FAX：03-3478-8410
Mail：pjlab@mpd.ac.jp

担当部署： 産業振興課 ふるさと納税係
TEL：0768-82-7775　FAX：0768-82-7802
Mail：rousyou@city.suzu.lg.jp

軽減効果最大
約9割に！

寄付額

損金算入による
軽減効果

①法人住民税＋②法人税 ③法人事業税 企業負担

約3割 4割 4割 約1割国税＋地方税
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